
 

 

 

 

 

地方からの提案個票 
＜各府省第１次回答まで＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通 番 ヒアリング事項 個票のページ

９ 幼保連携型認定こども園の設備に関する基準の緩和 １～４ 

11 
施設型給付費等に係る「処遇改善等加算」の加算率の認定に関する事務権限

の都道府県から指定都市・中核市への移譲 
５～６ 

10 子ども・子育て支援新制度下における保育短時間制度の見直し ７～18 

30 砂利採取計画の認可事務等について、市町村が関与する機会の拡大 19～20 

 

資料３





平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 177 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

幼保連携型認定こども園における園庭の位置及び面積に関する従うべき基準の参酌化 

 

提案団体 

兵庫県、滋賀県、大阪府、和歌山県、鳥取県、徳島県、堺市、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、文部科学省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

幼保連携型認定こども園における園庭の位置及び面積について、「従うべき基準」とされているものを「参酌す

べき基準」に見直すこと。 

 

具体的な支障事例 

【再提案理由】 

平成 27 年度から、子ども・子育て支援新制度が施行され、保育の申込者数が急増している中、待機児童数に

ついては５年ぶりに増加している（H26.10→H27.10 2,131 人増）。このようななか、一億総活躍社会の実現向

け、働き方改革や両立支援の推進が示されており、国全体で保育の受け皿の更なる拡大に取り組んでいる。ま

た、本年 4 月 7 日には「「待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策について」の対応方針について 」が発

出され、国の基準を上回る部分を活用して保育所等への受入れ強化を求めるなど、保育士の確保や保育園の

増設が喫緊の課題となっている。 

【支障事例】 

認定こども園における園庭については、同一の敷地内又は隣接する敷地内になければならず、必要な面積につ

いても「従うべき基準」とされており、空き地が少ない都市部でも、比較的土地に余裕がある地域と同じ面積が求

められている。 

本県の都市部の市において、幼保連携型認定こども園の設置しようとしたが、空き地が限られており、基準を満

たす園庭の設置が困難なため、計画変更を余儀なくされた。なお、当該事例においては、代替となる場所（公園

等）が存在していたが数百メートルほど離れているため、国が定める特例基準（①園児の安全な移動、②園児の

安全な利用、③園児の日常的な利用、④教育・保育の適切な提供）の確実な担保が困難であった。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地域の実情に応じて基準を定めることにより、待機児童の解消や施設の合理化を図ることができる。 

園庭の設置場所に関する要件が緩和されることで、利用者の利便性の高い駅前等の地区での整備が可能にな

る。 

 

根拠法令等 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第 13 条第２項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

－ 

通番：９
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－ 

 

各府省からの第１次回答 

○幼保連携型認定こども園は学校教育を行う施設であり、園庭は、子どもたちの興味や関心を屋外にも向か

せ、遊びのイメージに屋内と屋外の連続的な広がりを持たせて学びにつなげるという重要な教育的役割を担っ

ていることから、子どもが必要な時に保育室と自由に出入りできる園舎と隣接した位置に一定の面積を設けるこ

とを求めているところである。 

○園庭の位置及び面積については幼児教育の根本に関わる重要なものであり、その要件を緩和するということ

は、上記の幼児教育の目的の達成に重大な支障を及ぼしかねないものである。 

○また、同じ幼児教育を行うことを目的としている幼稚園よりも基準を低くすることは、幼保連携型認定こども園

の基本的な考え方を覆すものであるとともに、要件緩和により幼児教育施設としての質の確保を担保できなくな

るおそれがあり、保育の量の拡充のみならず質の確保も掲げている｢ニッポン一億総活躍プラン｣と齟齬を来す

可能性もある。 

通番：９
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 178 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

幼保連携型認定こども園の設備に関する基準の緩和 

 

提案団体 

兵庫県、川西市、滋賀県、大阪府、和歌山県、鳥取県、徳島県、堺市、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、文部科学省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

幼保連携型認定こども園において、３階以上の保育室は原則３歳未満の園児の保育に供するものとされている

規制を、３歳児以上の園児についても可能となるよう緩和すること。 

 

具体的な支障事例 

【現状】 

都市部においては、まとまった整備用地の確保は難しい中、園庭や保育室の基準を十分に確保し、園を整備す

るためには、３階建て施設の検討も必要になってくる。しかし、基準の第 6 条において、３階以上の階に設けられ

る保育室等は、原則として満３歳未満の園児の保育に供するものでなければならないとされている。 

【支障事例】 

①利便性の高い駅前のビルにおいて、4 階の空きスペースに認定こども園を設置しようとしても、3 歳以上の園

児のための保育室を設けることができない。  

②本県のある市では、小学校跡地を利用して認定こども園の設置を検討しているが、保育室の設置が３階以上

に認められるのは３歳児未満の子ども達だけであり、施設設計に苦慮している。そもそも、３階以上に保育室等

を設置する際には、乳幼児の転落防止する設備の設置や耐火構造の屋外避難路等の設備が必要なこと、ま

た、災害や自然災害、予期しない事故等が発生した際、３歳以上の園児は自力で移動できることから職員配置

基準※を踏まえても、３歳で区分する明確な理由はないと考える。※乳児 2：1、１・2 歳児 6:1、3 歳児 20:1 

また、職員等の中にも、３歳未満児の保育室を２階以上に設定することに大きな抵抗があるとの声がある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

３階建ての建物はあまり好ましくないと考えるが、都市部で整備用地が少ない都市部においては、３歳児以上の

園児の保育室を３階に設置できることによって、施設整備が促進する。 

 

根拠法令等 

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成 26 年４月 30 日 内閣府・文

部科学省・厚生労働省令第１号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

－ 

 

－ 

通番：９
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各府省からの第１次回答 

○幼保連携型認定こども園は学校教育を行う施設であり、園庭は、子どもたちの興味や関心を屋外にも向か

せ、遊びのイメージに屋内と屋外の連続的な広がりを持たせて学びにつなげるという重要な教育的役割を担っ

ていることから、子どもが必要な時に保育室と自由に出入りできる園舎と隣接した位置に一定の面積を設けるこ

とを求めているところである。 

○３歳以上の園児の保育室の設置階についても、そういった観点（３階以上だと園庭が身近な環境とならない）

により、幼稚園と同様に２階以下としている。 

○保育室と園庭の位置関係は幼児教育の根本に関わる重要なものであり、無条件で３階以上の設置を認める

ことについては 上記の幼児教育の目的の達成に重大な支障を及ぼしかねないものである。 

○幼保連携型認定こども園の場合については、都市部の保育所からの移行等を鑑み、屋上等に所定の要件を

満たした園庭を設けている場合に限り、例外的な取扱いとして３階以上に３歳以上の園児の保育室の設置を認

めることとしているので、上記の教育的観点を踏まえその基準を満たしていただきたい。 

通番：９

4



平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 143 提案区分 Ａ 権限移譲 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

施設型給付費等に係る「処遇改善等加算」の加算率の認定に関する事務権限の都道府県から指定都市・中核

市への移譲 

 

提案団体 

宇都宮市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、文部科学省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

施設型給付費等に係る「処遇改善等加算」の加算率の認定に関する事務権限を都道府県から指定都市・中核

市へ移譲することを求める。 

 

具体的な支障事例 

【背景】 

国通知「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」において，「処遇改善等加算の加算率の認定は，そ

の施設・事業所を管轄する市町村が取りまとめた上で，都道府県知事が行うこと」とされているが，「子ども・子育

て支援新制度」の施行（平成 27 年４月）前は，当該認定に関する権限についても，中核市が有していた。 

【支障事例】 

当該権限が都道府県に移行したことにより，新制度施行前と比較し，加算率の認定までに，相対的に多くの期

間を要している状況であり，年度当初から加算率の認定までの期間は，概算による給付で対応している中，概

算給付とせざるを得ない期間が，以前よりも長期化している。 

施設・事業所の中には，概算給付の期間中は，保育士等に対する加算分の賃金の支払いを留保しているところ

もあり，当該施設・事業所に勤務する保育士等に対する賃金支払いにこれまで以上の遅れが生じている。 

なお，市町村において審査等の作業を早期に実施したとしても，認定に係るスケジュールは都道府県に従わざ

るを得ない状況である。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

都道府県のスケジュールに左右されることなく，認定までの作業を進めることができるため，現在よりも数か月程

度，概算給付の期間を短縮できる。その結果，施設・事業所が保育士等に対し，より早期から本来の賃金を支

払うことができる。 

 

根拠法令等 

・子ども・子育て支援法第 27 条～第 30 条 

・施設型給付費等に係る処遇改善等加算について（平成 27 年３月 31 日 府政共生第 349 号・26 文科初第

1463 号・雇児発 0331 第 10 号） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

秋田県、神奈川県、浜松市、大阪府、伊丹市、北九州市、大分市 

通番：11
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○申請から認定までの期間が短くなることと、申請時期を市町村が自由に設定できるので繁忙期を避けること

ができる。 

○本市でも処遇改善を県に申請してから、認定の通知が出るまでの期間が、以前より長期化している。 

○新制度施行前同様に、市で認定することが可能であれば、市で認定する他の加算の認定作業と並行して事

務を進めることができ、給付費の精算に係る事務が円滑に実施できると考える。 

○処遇改善等加算の加算率の認定は、市町村が確認を行い取りまとめた上で、都道府県知事が行うこととされ

ているが、新制度(平成２７年４月)前は、当該認定に関する権限についても、指定都市・中核市が有していた。 

指定都市・中核市が管轄する多くの施設・事業所の認定を都道府県が行うには、多くの期間を要するため、「処

遇改善等加算」の加算認定についても、権限を移譲することを求める。 

○処遇改善等加算について、認定権者は都道府県知事となっていることから、事務処理スケジュールも都道府

県に従う必要がある。 

県内市町村全てに認定を行うため、認定時期が遅くなってしまうことが想定される。 

政令・中核市のように件数が多い場合、認定後さらに多大な事務を行わなければならないことを考えると、施設

への給付が更に遅くなってしまう。 

よって、提案のとおり処遇改善等加算の認定事務を政令・中核市に移譲することは良いと考える。 

○給付の主体は各市町村であること、また、処遇改善等加算の認定に係わる書類も市町村を通じて都道府県

に提出している現状から、施設数が多い指定都市、中核市においては提案市同様、事務を移譲することによっ

て概算給付の期間を短縮可能と考えられる。 

 

各府省からの第１次回答 

処遇改善等加算の認定については、①従前の民間施設給与等改善費における対応、②平均勤続年数の算

定に当たっては、市町村を超えて情報を集約することが必要、③教育・保育の提供に当たって必要な人材の確

保や資質向上に対する関与の必要性、といった要素を考慮し、都道府県が認定する仕組みとなっている。以上

の仕組みは、子ども・子育て支援新制度について審議するため、内閣府に置かれている「子ども・子育て会議」

における議論を経て決定したものであることから、今回の提案を踏まえ同会議にお諮りをした上で、対応を検討

させていただきたい。 

通番：11
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 3 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

保育標準時間と保育短時間の統合 

 

提案団体 

倉敷市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

支給認定区分について，保育標準時間と保育短時間を統合する。 

 

具体的な支障事例 

保育標準時間と保育短時間の利用者負担額の差は，月額 1,000 円程度とあまり差がなく，保育標準時間と保育

短時間を分けることの保護者側のメリットは少ない。事業者においても，保護者の支給認定の変更が生じるたび

に，保育標準時間／短時間認定状況の把握と対応が必要となるなど，事業者側の負担も大きい。 

また，保育短時間認定と標準時間認定の利用に，明確な区分が無く，短時間就労のものであっても，例えば，1

日の労働時間が 5 時間であるが，勤務時間が午後 1 時から 6 時までというケースについて，自治体の判断によ

り標準時間認定となる場合があるなど，個々の判断を自治体で行うことになり，自治体の担当者の負担が大き

い。 

ついては，保育標準時間と保育短時間を統合してもらいたい。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

利用者の保育の必要性の把握（確認）を行なうだけで実務が簡素化でき，保育の必要量の認定のゆらぎが無く

なるため，事業者も安定的な経営計画を立てやすくなる。 

必要な保育士の見通しが立て易く，雇用の安定化につながる。 

 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法第 20 条第３項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

石狩市、秋田県、郡山市、日高市、青梅市、小田原市、茅ヶ崎市、長岡市、瑞穂市、浜松市、津島市、尾張旭

市、城陽市、八尾市、伊丹市、岡山県、防府市、山陽小野田市、宇和島市、八幡浜市、福岡市、北九州市、田川

市、八女市、大分市、小林市 

 

○当市では現在保育短時間利用が主流であるため、それを標準時間に誘導するような効果を内在する仕組み

とすることは考えにくい。現在当市では、標準時間と短時間の利用者負担額の差を、延長保育の利用料と整合

をとって設定している。保護者、自治体ともに事務の煩雑さ解消となることには、基本的に賛同するが、保育８時

間なりの利用者負担額を設定することが可能な制度設計としていただきたい。 

○支障事例あり。倉敷市以外の市町村からも、保育必要量の区分が、手続きを煩雑化しているとの声がある。

通番：10
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保育短時間利用児が、延長保育を利用した場合に、保育標準時間利用児よりも負担が大きくなるケースもあり、

保護者にとっても分かりにくい制度となっている。 

○児童一人ひとりの保育標準時間／短時間認定状況の把握が非常に煩雑で事業者側の負担が大きい。経過

措置の適用により、きょうだいで標準時間認定と短時間認定にわかれた事案も発生しており、現場でも混乱が生

じている。 

○保育標準時間と短時間の区分を設けたことにより、保護者の権利意識が強くなり、仕事が終わったにもかか

わらず、預けられる時間内であることを理由に、迎えに来ないことが多々あると事業者から話を聞く。保育の必

要性のみの認定とし、実際の就労時間等に応じた利用時間とすることで、現場で働く保育士等事業者の負担が

少なくなる。 

○本市においても事務の煩雑化に加え、保護者・施設・行政間の意思伝達のトラブルも多々発生している。ま

た、保育標準時間認定者が、従前と変わらない勤務体制であっても、１１時間いっぱい預けられる傾向となって

おり、保育士不足を助長する状況であるため、早急な改正が望ましい。 

○保護者は、保育標準時間と保育短時間を区分することのメリットは少ない。また、保護者も自身が標準時間か

短時間であるかを把握していないケースもある。 

○保育必要量の認定区分（保育標準時間と保育短時間）の変更に伴い、施設利用時間・利用者負担額・給付

費・延長保育の取扱い等も変更となることから、自治体担当者・施設職員の事務負担がかなり大きいものとなっ

ている。また、変更申請に係る保護者負担も増大しているのが現状である。認定区分による利用者負担額の差

は僅かであり、短時間認定を受け、就労の関係で突発的に延長保育を利用せざるを得ない場合などにおいて

は、標準時間認定と同等の経済的負担を負うことも想定され、制度上の不公平感を感じる保護者もいる。認定

区分を撤廃することにより、事務負担の軽減及び不公平感の解消を図ることができる。 

○保護者の就労時間等が変化することは頻繁であり、その都度支給認定の変更や保育料の変更手続きが必要

となっている。また、保育短時間認定の場合にあっても、勤務時間帯によっては保育標準時間認定となるなど、

その区分は明確ではない。待機児童解消の取り組みとともに、保育所等への入所児童数は年々増加する中、

保護者の就労状況の把握を含め、支給認定の変更やそれに伴う保育料や給付費の変更にかかる事務は膨大

なものとなっている。 

○本市では、支給認定の変更を業務都合上月１回行っているが、変更直後に保育の必要量が変わるような事

象が発生した場合、約１ヶ月実態と異なる認定区分となっている。特に、保育短時間認定から保育標準時間の

変更は切り替わるまで、恒常的に延長保育料が発生することも多く、保護者の負担となっている。したがって、保

育の必要量の区分を廃止し、保育の利用時間は保育を必要とする範囲での利用とする。 

○【地域における課題】保育標準時間と保育短時間の利用者負担額の差異がほとんどないため、11 時間の範

囲で利用できる権利を得ようと、就労時間を延ばす保護者が増加した。短時間認定と標準時間認定を統合する

ことで、必要な保育士の見通しが立てやすくなり、職員確保にも迅速に取り組めるようになる。 

○・保護者にとっては、家庭状況等の変動のたびに申請手続きが必要となるため、その対応に係る負担も大き

い。また、短時間認定の場合で、予測のできない時間外勤務が発生した際には、延長保育料の負担が生じるな

ど、保護者の経済的な負担も大きい。・事業者側でも、保護者の支給認定の変更が発生するたびに、認定状況

の把握や変更に伴う事務対応（延長保育料の返金等）が必要となり、負担が生じている。・加えて、認定変更に

伴う自治体側の事務（変更処理、通知など）もその都度必要となり、関連して保育料や給付費の変更も含め、実

務が非常に煩雑になっている。 

○短時間標準時間の認定については事務手続きが煩雑になるし、一律に基準を決めてしまうと、家庭の個々の

事情に添えない場合もでてくるので、標準時間短時間に分けて認定するよりも、２６年度以前のように、個々の

事情に添えるような認定制度にするのがよい。 

○子ども・子育て支援支援制度における保育必要量区分（保育標準時間/短時間）おいては、利用者負担額は

ほとんど変わらないにもかかわらず、保育標準時間認定と比較し保育短時間の保育時間が 3 時間短いなど、保

護者にとってのメリットが少ない。事業者においても、支給認定の変更毎に認定内容（標準時間/短時間）の状況

把握に努めなければならなず、事務負担増との声を多くの施設よりあげられている。保育の必要量において、標

準時間と短時間を統合（もしくは短時間の廃止）することにより、保護者・事業者・自治体の負担軽減に繋がり、

ひいては施設経営の安定化にも繋がるものと考える。 

○保育標準時間認定と保育短時間認定を区分した場合も、保護者負担金の額に差がなく保護者側のメッリトが

少ない。また、保育園においてもその都度変更される認定区分を把握することに苦慮している。行政側としても、

保護者の勤務時間（通勤時間等含む）を確認し、認定変更を行う事務に多くの時間を費やすことになっている。 

○保育標準時間・短時間の変更に伴い、保護者においては書類作成、提出及び支給認定証の返還等、施設に

おいては保育時間の管理、保育料の変更、施設型給付費での算定等で負担が大きくなっている。また、市にお

ける認定変更に係る事務量は膨大となっているため、本来、入所にかかる相談や情報提供の充実、待機児童

の解消方策の検討へ費やすべき労力を認定変更にかかる事務に取られている状況がある。 
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○バスでの送迎時間を加味すると保育の必要時間の認定も変動してくることが考えられるなど、判定において

事務担当者の負担は大きい。また、年度当初においては全保育園に全利用者の標準・短時間の区分を一斉

に、さらに年度途中においても変更があれば随時遅滞無く通知しなければならず、事務担当者と保育園のストレ

スは大変大きくなっている。また、標準・短時間の把握は現場においても非常に負担となっており、保護者と保育

士双方の認識不足により、誤って延長保育料金を徴収してしまった事例も発生している。にもかかわらず月額は

さほど差が無く、制度上大きなメリットが感じられないため、標準と短時間の区分を統合していただきたい。 

○提案市と同様の支障あり。短時間認定にしても延長保育を使用し、標準時間と変わりなく利用できること、ま

た、入所児童数が増えるわけでもないため、施設・自治体・保護者ともに手間だけが発生し、メリットがない。 

○･保育料や運営費の算定、支給認定の判定などの事務が煩雑 

○利用料金に差が少ない。自治体の担当者の負担大きい。施設が個々の認定把握が難しく、保護者の理解も

低く（認定されているので、最大時間利用できるなど）混乱している現状があることから、標準・短時間は統合す

ることが望ましい。 

○保育標準時間と保育短時間の利用者負担額の差は、月額 1,000 円程度とあまり差がなく，保育標準時間と保

育短時間を分けることの保護者側のメリットは少ない。事業者においては，保護者の支給認定の変更が生じる

たびに、保育標準時間／短時間認定状況の把握と対応が必要となるなど、事業者側の負担も大きく、状況にあ

わせて、保育士の勤務体制を変更するなどの対応が必要となるため、保育士の負担も増える。また、保育短時

間認定と標準時間認定の利用に、明確な区分が無く、短時間就労のものであっても、ケースよっては、自治体の

判断により標準時間認定となる場合があるなど、個々の判断を自治体で行うことになり、担当者の負担が大き

い。さらに、公定価格や保育料の区分が増えたため、認定作業等が煩雑化し、システム変更等の経費もかか

る。ついては、保育標準時間と保育短時間を統合してもらいたい。 

○当市においては、保育標準時間と保育短時間の利用者負担額の差は最高７００円とあまり差がない。しかし

保育標準時間認定者と比べると短時間認定者にとっては、急な残業等による延長料金の発生や、通勤に要す

る時間をどうするかなど保護者の精神的負担が大きい。また、標準時間と短時間を切り替える都度、認定証を

交付しなければならず、自治体の事務量増加とともに、事業者（園）の事務も煩雑化している。保育標準時間と

保育短時間の統合を希望する。 

○保育標準時間と保育短時間の認定は明確な判断基準がなく、ケースバイケースの対応して市町村の負担が

大きい。たとえば、１日の就労時間のほかにも通勤時間や通勤手段等によって認定を変えなければならないケ

ースもあり、担当者による調査も時間を要している。また、認定の調査以外にも給付費の計算等で大きくかかわ

ってくるため事業者側と市町村で児童の保育の必要量等を密に確認しており、そういった事務が双方で負担とな

っている。 

○・本県においては、保育標準時間と保育短時間の切り替え案件が多く、自治体によっては担当者の業務時間

の過半を占めるなど、保護者のメリットが少ないにも関わらず、自治体の事務負担が非常に大きくなっている。・

標準時間認定を自治体に委ねられているようなケースについても、当県市町村において提案と同様の状況にあ

る。 

○保育標準時間と保育短時間の認定は、利用者負担額に大きな違いはないものの園児の登園・降園時間の管

理や認定区分の変更に伴う支給認定証の発行、施設型給付費の調整など事業者や行政が行う業務が増加し、

まったく効率的と言えない。そもそも保育士不足が改善されないなか、通常の保育に加え園児一人一人の登園・

降園時間の管理を行う必要があり保育士の業務は増えている。また、登園・降園時間が異なる園児がクラスに

多数存在し、集団活動や園外活動などのクラス単位での活動に非常に支障を来している。園児の登園・降園時

間の管理を行うため、事業者は高額な管理システムを導入するなど、当制度にかかるデメリットは多い。 

○保育標準時間と保育短時間の利用者負担額にはほとんど差がなく、保護者にとってメリットが少ない。子育て

世帯では保育を必要とする理由の変動が多く、これに伴い保育必要量も変更となる。事業所では、利用者負担

額の徴収や施設型給付費等の請求のために変更の都度状況を把握する必要があり、結果的に施設型給付費

等の請求が遅くなるなど不利益が生じている。当市では、保育認定の支給認定こども約 1,400 人に対し、平成

27 年度の保育必要量の変更に係る処理件数が延べ約 320 件に上っており、事務負担が大きい。また、保育必

要量の認定は自治体の判断によるため、広域利用の場合には保護者の居住地の市町村と施設所在地の市町

村で調整を取る必要があり、事務が煩雑となっている。保育標準時間と保育短時間を統合することにより、保護

者、事業者、自治体の事務負担を軽減することができ、特に事業者においては、事務負担の軽減が保育の質の

向上につながるとともに、施設型給付費等の変動が少なくなることにより安定的な経営計画を立てやすくなると

見込まれる。 

○「就労」の場合における保育時間認定については，月の就労時間が 120 時間未満の場合であっても，１日の

勤務時間が保育短時間の利用時間で対応できない場合には市町村判断により標準時間認定とすることができ

ることなどから，保育の必要性の事由が「就労」に限り，標準時間認定に統一することについては賛成である。 
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各府省からの第１次回答 

○子ども・子育て支援法第２０条第４項に規定する「保育の必要量」については、保護者がその就労の実態等に

応じ、子どもの健全な育成を図る観点から必要な範囲で保育サービスを利用できるようにするため、「保育標準

時間認定」と「保育短時間認定」の区分を設けている。 

○これにより、フルタイムやパートタイムなど保護者の就労の実態に即した形で保育サービスの利用を選択する

ことができる仕組みとなっている。 

○提案のとおり上記区分を統一することは、保護者にとって保育サービス利用に当たっての選択肢の幅を狭め

るものである。また、子育ての一義的責任は保護者が有するものであり、保育の実施に当たっては保護者がそ

の就労実態等に応じ、子どもの健全な育成を図る観点から必要な範囲で利用できるようにすること、という子ど

も・子育て支援新制度の根本理念に反するものであり、対応は困難である。 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 12 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

子ども・子育て支援法による支給認定手続の簡素化 

 

提案団体 

高知市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、文部科学省、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

子ども・子育て支援法（以下「法」という。）第 20 条第 3 項に規定する保育必要量の区分（保育標準時間，保育

短時間）を廃止し，保育の利用は，保育標準時間のうち保育を必要とする範囲での利用とする。併せて，法第 20

条第 4 項に規定する支給認定証を廃止する。 

 

具体的な支障事例 

子ども・子育て支援法第 20 条に規定する支給認定では，保護者の求職，就労，転職，出産及び育休などの家

庭状況等の変動により，支給認定変更手続が必要となり，また保育を必要とする事由により，保育必要量（保育

標準時間，保育短時間）が変動し，利用者負担額（保育料）も連動して変更となる。 

子育て世帯は家庭状況等の変動が多く，高知市では支給認定子ども約 11,000 人に対し，平成 27 年度の支給

認定変更等に係る処理件数が１万件を超えており，保護者や保育士がその処理に膨大な時間を費やすことに

なり，新たな負担となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

保育必要量の区分と支給認定証を廃止することにより，保護者においては書類作成，提出及び支給認定証の

返還等，施設においては保育時間の管理や保育料変動への対応及び施設経由の書類のやり取り等が減少し，

保護者，保育士ともに子どもに向き合う時間が増加し，児童の処遇が向上する。 

 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法第 19 条～第 26 条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

秋田県、西郷村、茂原市、多摩市、茅ヶ崎市、長岡市、各務原市、磐田市、津島市、尾張旭市、城陽市、八尾

市、伊丹市、宇部市、防府市、山陽小野田市、宇和島市、八幡浜市、北九州市、八女市、筑紫野市、大分市 

 

○変更手続きなど事務がとても煩雑で、職員の事務処理や申請者の手続きに要する時間が増大している。ま

た、保育園に空きがなく待機となった場合、支給認定証を利用開始の通知と混同する申請者も多く、不満を増幅

させる事例もある。申請者が実際に保育サービスを開始できるようになってからの支給決定でよいかと思われ、

支給認定証の交付が事務に支障をきたしている。 

○保育標準時間と保育短時間の認定にあたり、業務に費やす事務量が、事務方と現場保育士に大きく影響して

おり、他の業務に対して支障を来たしている。 
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○当市においても、標準⇔短時間の認定変更により、膨大な事務作業が発生しており、利用者については、保

育時間・保育料の変更、保育園についても保育時間の変更に伴う運営体制の見直しや施設型給付費の変更な

どが生じてしまう。保育料負担額に大きな差がないにも関わらず、保育時間が大きく変わることについての不満

も多いので、保育時間は統一したものに戻してほしい。 

○保護者の保育が必要な事由に変更があった都度、認定変更の手続きが必要となり、保護者の手続きに係る

負担や、認定区分の変更に伴う保育内容への影響について不安を抱く保護者も多い。また、在園児について

は、多くの保護者が施設を経由して書類を提出するため、マイナンバー等個人情報の管理も増えており施設の

負担が増大している。 

○保護者の就労時間による標準時間と短時間の変更が頻繁にあり、その都度支給認定証を送付しなければな

らず、行政サイドの事務量がかなり増加している。各施設においても保育必要量の区分ができたことで、保育時

間の管理に注意をはらう必要があることや短時間の延長料金の徴収の仕方が園ごとに決められているため、保

護者への説明に苦慮することもある。また、保育必要量の区分ができて、保育料も若干ではあるが差があるた

め、「標準時間は１１時間預けられる。」という意識が保護者に出てきて、以前と同じ就労状況であっても長く預け

られる家庭が増え、朝・夕の保育士の配置人数が増え、公立保育所では、時間外勤務が増えている。 

○支給認定証に関する事務には、毎月の変更などの事務処理に時間がかかる。また、保育必要量の区分につ

いては上記のとおり、メリットは少なく保育所側でも書類の確認や保護者への指導が負担となっている。 

○保育必要量の認定区分（保育標準時間と保育短時間）の変更に伴い、施設利用時間・利用者負担額・給付

費・延長保育の取扱い等も変更となることから、自治体担当者・施設職員の事務負担がかなり大きいものとなっ

ている。また、変更申請に係る保護者負担も増大しているのが現状である。認定区分による利用者負担額の差

は僅かであり、短時間認定を受け、就労の関係で突発的に延長保育を利用せざるを得ない場合などにおいて

は、標準時間認定と同等の経済的負担を負うことも想定され、制度上の不公平感を感じる保護者もいる。認定

区分を撤廃することにより、事務負担の軽減及び不公平感の解消を図ることができる。 

○保護者の就労時間等が変化することは頻繁であり、その都度支給認定の変更や保育料の変更手続きが必要

となっている。また、保育短時間認定の場合にあっても、勤務時間帯によっては保育標準時間認定となるなど、

その区分は明確ではない。待機児童解消の取り組みとともに、保育所等への入所児童数は年々増加する中、

保護者の就労状況の把握を含め、支給認定の変更やそれに伴う保育料や給付費の変更にかかる事務は膨大

なものとなっている。 

○本市では、支給認定の変更を業務都合上月１回行っているが、変更直後に保育の必要量が変わるような事

象が発生した場合、約１ヶ月実態と異なる認定区分となっている。特に、保育短時間認定から保育標準時間の

変更は切り替わるまで、恒常的に延長保育料が発生することも多く、保護者の負担となっている。したがって、保

育の必要量の区分を廃止し、保育の利用時間は保育を必要とする範囲での利用とする。 

○支給認定に係る事務により、事務量の増、保護者への負担増（手続き・費用等）となっているため、必要性を

認める。 

○【地域における課題】子育て世代は、就労の変動（育児休暇含む）が生じやすく、認定変更はかなり多い。時

間外労働時間や通勤時間の取扱いについても苦情や相談が多く寄せられ、対応に追われている。新制度以前

の就労確認のみを行い、保育必要量の区分と支給認定書の廃止（１号含む）をすることにより、様々な事務の軽

減となり、保護者、事業所にとっても簡潔でわかりやすい制度となる。 

○子ども・子育て支援支援制度における保育必要量区分（保育標準時間/短時間）おいては、利用者負担額は

ほとんど変わらないにもかかわらず、保育標準時間認定と比較し保育短時間の保育時間が 3 時間短いなど、保

護者にとってのメリットが少ない。事業者においても、支給認定の変更毎に認定内容（標準時間/短時間）の状況

把握に努めなければならなず、事務負担増との声を多くの施設よりあげられている。保育の必要量において、標

準時間と短時間を統合（もしくは短時間の廃止）することにより、保護者・事業者・自治体の負担軽減に繋がり、

ひいては施設経営の安定化にも繋がるものと考える。 

○保育標準時間・短時間の変更に伴い、保護者においては書類作成、提出及び支給認定証の返還等、施設に

おいては保育時間の管理、保育料の変更、施設型給付費での算定等で負担が大きくなっている。また、市にお

ける認定変更に係る事務量は膨大となっているため、本来、入所にかかる相談や情報提供の充実、待機児童

の解消方策の検討へ費やすべき労力を認定変更にかかる事務に取られている状況がある。支給認定証につい

ては、1 号利用者では、一度入園した園を市内転居により（市外転居の場合は認定証が無効となるため）退園

し、他の園に入園することはまずなく、2・3 号利用者についても利用調整を市がしているため、園には市から入

園者情報が提供されるため、実際に使用する機会がほとんどないのが実情である。また、申請後、30 日以内に

支給認定証を送付することと規定されているため、保育利用の選考事務において、期間的に基準点を精査しき

れていない状況で、認定証発行のために基準点とともに決定していく方が効率的な保育標準時間・短時間を先

に決定しており、事務の流れが二度手間になっている状況がある。 

○児童福祉においては、各種医療証や手当の証書等が発行されており、証の発行・受領の管理や把握が双方
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の負担となっている。さらには、認定証の在庫管理や作成から発送まで、事務方の作業も大変な重荷となってい

る。また保育必要量の判定において事務担当者の負担は大きく、年度当初においては全保育園に全利用者の

標準・短時間の区分を一斉に、さらに年度途中においても変更があれば随時遅滞無く通知しなければならない。

また、標準・短時間の把握は現場においても非常に負担となっており、保護者と保育士双方の認識不足により、

誤って延長保育料金を徴収してしまった事例も発生している。にもかかわらず標準と短時間には月額にさほど差

が無く、制度上大きなメリットが感じられないため、標準と短時間の区分を統合し、支給認定証を廃止していただ

きたい。 

○制度上、保育必要量の認定等は通常月単位でなされるところ、実際は保育を必要とする時間は日によって異

なるため、制度と現実に差異が生じている。また、就労形態が多様化する昨今、保育短時間の子どもにおいて、

就労時間の関係上、延長保育を利用する世帯も存在し、延長保育料を別途支払う当該世帯の経済的負担が大

きい。さらに、給付費の請求においても、事業主及び検査する市の事務的負担が大きくなっている。保育標準時

間及び保育短時間で区別することで、国、県及び市の財政上の利益は存在しうるものの、上記の差異が生じて

いること及び保護者・事業主の各種負担を軽減する必要性が高いことに鑑みると、当該利益を考慮してもなお当

該区別を設けることは不当である。したがって、高知市様の提案する措置が適当である。 

○･保育料や運営費の算定、支給認定の判定などの事務が煩雑 

○支給認定変更手続きが想定以上の数となっている。保護者から新制度になり書類の作成、提出及び認定証

返却と大変になったとの苦情が多い。また多くの施設より初めて、書類の受け渡しは施設を経由してほしくない

との意見がでている状況である。 

○子育て世帯は家庭状況が頻繁に変動、その度に認定の変更が生じ、発生件数はかなり多い。認定変更を窓

口や施設を経由して案内しており、施設へ連絡し確認するなど事務量も増加している。また広域で委託している

児童については、委託先の市町村により受付の期限が異なるなど、各市町村の判断がさまざまなこともあり

個々の対応が難しくなっている。施設側においても市町村とのやりとりが多く、保育に向き合う時間が減少してき

ていると感じている。 

○支給認定の事由等の変更に伴うもの含めて，支給認定証の交付については必要であると考えている。しか

し，支給認定証の返還については，実態として保護者が支給認定証を紛失している場合が多く，実態として返還

させることに必要性がないと感じている。保育の必要性の事由によって，当該支給認定保護者が必要とする，保

育の必要量が異なることから，保育標準時間認定及び保育短時間認定の区分については必要であると考えて

いる。しかし，「就労」の場合における保育時間認定については，月の就労時間が 120 時間未満の場合であって

も，１日の勤務時間が保育短時間の利用時間で対応できない場合には市町村判断により標準時間認定とする

ことができることなどから，保育の必要性の事由が「就労」に限り，標準時間認定に統一することについては賛成

である。 

○保護者側は利用者負担額にほとんど差が無い点（差を設けようとすると短時間の保育料を大幅に引き下げな

ければいけないという制度設計になっている。）や、支給認定の変更手続きが必要になった点などから、何ら利

益は無いと考える。事業者や本市も、保育標準時間、短時間認定状況の把握や変更に伴う事務が必要になり、

負担も大きくなっている。保護者の就労方法の多様化から保育標準時間、短時間認定に区分することは、施設

型給付費や利用者負担額に矛盾が生じ、困難であると考える。（例にあるように、1 日の労働時間が 5 時間であ

るが，勤務時間が午後 1 時から 6 時までというケースでは標準時間認定となり、施設型給付費や利用者負担額

が高くなる。） 

○同様の事例について、高知市以外の市町村からも話を聞いている。標準時間認定と短時間認定の区分によ

り事務負担が大幅に増加していることについては改善の必要性を感じるが、廃止することについて、公定価格な

どその影響も大きいことが考えられる。 

○保育の必要量区分（標準時間・短時間）が生じたことにより保護者への確認・変更等事務負担が増えている。

短時間認定の新たな設定が増えたが、ほとんど標準時間認定であるため、短時間認定を廃止したい。また、市

町村が入園調整を行っている間は、支給認定証が有効利用されていないため事務負担のみが増えている。 

 

各府省からの第１次回答 

保育標準時間及び保育短時間について 

○子ども・子育て支援法第２０条第４項に規定する「保育の必要量」については、保護者がその就労の実態等に

応じ、子どもの健全な育成を図る観点から必要な範囲で保育サービスを利用できるようにするため、「保育標準

時間認定」と「保育短時間認定」の区分を設けている。 

○これにより、フルタイムやパートタイムなど保護者の就労の実態に即した形で保育サービスの利用を選択する

ことができる仕組みとなっている。 

○提案のとおり上記区分を統一することは、保護者にとって保育サービス利用に当たっての選択肢の幅を狭め
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るものである。また、子育ての一義的責任は保護者が有するものであり、保育の実施に当たっては保護者がそ

の就労実態等に応じ、子どもの健全な育成を図る観点から必要な範囲で利用できるようにすること、という子ど

も・子育て支援新制度の根本理念に反するものであり、対応は困難である。 

支給認定証について 

○子ども・子育て支援新制度において、小学校就学前子どもの保護者は教育・保育給付を受けようとするとき

は、子ども・子育て支援法第１９条第１項各号の区分についての認定を申請し、その認定を受けなければならな

い。市町村は、認定を行ったときはその認定の区分、保育の必要性の事由及び保育の必要量その他必要な事

項を記載した支給認定証を交付することとなっている。 

○支給認定証の交付により、保護者はその時点における当該小学校就学前子どもの認定区分等を把握するこ

とができる。市町村にとっても当該小学校就学前子どもの認定区分の証明となり、教育・保育給付の不正受給を

防ぐことができるなど、保護者、市町村、施設間の支給認定区分等に対する認識の齟齬によるトラブルの防止

の観点からも必要なものであるため、提案に対する対応は困難。 

○また支給認定及びその交付に関する事務については、随時その事務負担を軽減するための措置をとってい

るところである。 
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

厚生労働省 第１次回答 

 

管理番号 280 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

 

提案事項（事項名） 

子ども・子育て支援新制度下における認定こども園の保育短時間制度の廃止について 

 

提案団体 

箕面市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、厚生労働省 

 

求める措置の具体的内容 

認定こども園入園児童の保護者の保育必要時間等に応じて、市町村が決定を行うこととされている「保育標準

時間」・「保育短時間」のうち、「保育短時間」を廃止する。 

 

具体的な支障事例 

子ども・子育て支援新制度における保育短時間は、保育標準時間に比べ保育時間が３時間短いが、保護者が

負担する保育料はほとんど変わらないなど、保護者にとってメリットがない。 

また、法人・市町村にとっても支給認定の変更事務が非常に重い負担となっているなど、制度にメリットが乏し

く、運営法人の中には認定こども園を返上したいという声すらある。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

保育の必要量に係る事務を改善することで、法人、市町村の事務負担が軽減され、特にこの事務の繁雑さを理

由として幼稚園から認定こども園に移行しない園の移行促進を図ることができ、待機児童対策としても有効と考

える。 

また、現在、短時間認定を受け、想定外の時間外勤務が生じた際は保育料とは別に延長保育料の負担をして

いる保護者の視点からは、短時間認定が廃止されることで、経済的な負担感や標準時間認定との不公平感が

解消される。 

 

根拠法令等 

子ども・子育て支援法第 20 条第３項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

秋田県、郡山市、多摩市、長岡市、瑞穂市、浜松市、磐田市、八尾市、宇和島市、福岡市、八女市、筑紫野市、

大分市、石狩市 

 

○保育必要量の認定区分（保育標準時間と保育短時間）の変更に伴い、施設利用時間・利用者負担額・給付

費・延長保育の取扱い等も変更となることから、自治体担当者・施設職員の事務負担がかなり大きいものとなっ

ている。また、変更申請に係る保護者負担も増大しているのが現状である。認定区分による利用者負担額の差

は僅かであり、短時間認定を受け、就労の関係で突発的に延長保育を利用せざるを得ない場合などにおいて

は、標準時間認定と同等の経済的負担を負うことも想定され、制度上の不公平感を感じる保護者もいる。認定

区分を撤廃することにより、事務負担の軽減及び不公平感の解消を図ることができる。 
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○保護者の就労時間等が変化することは頻繁であり、その都度支給認定の変更や保育料の変更手続きが必要

となっている。また、保育短時間認定の場合にあっても、勤務時間帯によっては保育標準時間認定となるなど、

その区分は明確ではない。待機児童解消の取り組みとともに、保育所等への入所児童数は年々増加する中、

保護者の就労状況の把握を含め、支給認定の変更やそれに伴う保育料や給付費の変更にかかる事務は膨大

なものとなっている。 

○支給認定に係る事務により、事務量の増、保護者への負担増（手続き・費用等）となっているため、必要性を

認める。 

○【地域における課題】保育標準時間と保育短時間の利用者負担額の差異がほとんどないため、11 時間の範

囲で利用できる権利を得ようと、就労時間を延ばす保護者が増加した。短時間認定と標準時間認定を統合する

ことで、必要な保育士の見通しが立てやすくなり、職員確保にも迅速に取り組めるようになる。 

○子ども・子育て支援支援制度における保育必要量区分（保育標準時間/短時間）おいては、利用者負担額は

ほとんど変わらないにもかかわらず、保育標準時間認定と比較し保育短時間の保育時間が 3 時間短いなど、保

護者にとってのメリットが少ない。事業者においても、支給認定の変更毎に認定内容（標準時間/短時間）の状況

把握に努めなければならなず、事務負担増との声を多くの施設よりあげられている。保育の必要量において、標

準時間と短時間を統合（もしくは短時間の廃止）することにより、保護者・事業者・自治体の負担軽減に繋がり、

ひいては施設経営の安定化にも繋がるものと考える。 

○保育標準時間・短時間の変更に伴い、保護者においては書類作成、提出及び支給認定証の返還等、施設に

おいては保育時間の管理、保育料の変更、施設型給付費での算定等で負担が大きくなっている。また、市にお

ける認定変更に係る事務量は膨大となっているため、本来、入所にかかる相談や情報提供の充実、待機児童

の解消方策の検討へ費やすべき労力を認定変更にかかる事務に取られている状況がある。 

○子ども・子育て支援新制度における保育短時間は、保育標準時間に比べ保育時間が３時間短いが、保護者

が負担する保育料はほとんど変わらないなど、保護者にとってメリットがない。また、法人・市町村にとっても支

給認定の変更事務が非常に重い負担となっているなど、制度にメリットが無い。 

○保育の必要性の事由によって，当該支給認定保護者が必要とする，保育の必要量が異なることから，保育標

準時間認定及び保育短時間認定の区分については必要であると考えている。しかし，「就労」の場合における保

育時間認定については，月の就労時間が 120 時間未満の場合であっても，１日の勤務時間が保育短時間の利

用時間で対応できない場合には市町村判断により標準時間認定とすることができることなどから，保育の必要

性の事由が「就労」に限り，標準時間認定に統一することについては賛成である。 

○保育標準時間と保育短時間の利用者負担額にはほとんど差がなく、保護者にとってメリットが少ない。子育て

世帯では保育を必要とする理由の変動が多く、これに伴い保育必要量も変更となる。事業所では、利用者負担

額の徴収や施設型給付費等の請求のために変更の都度状況を把握する必要があり、結果的に施設型給付費

等の請求が遅くなるなど不利益が生じている。当市では、保育認定の支給認定こども約 1,400 人に対し、平成

27 年度の保育必要量の変更に係る処理件数が延べ約 320 件に上っており、事務負担が大きい。また、保育必

要量の認定は自治体の判断によるため、広域利用の場合には保護者の居住地の市町村と施設所在地の市町

村で調整を取る必要があり、事務が煩雑となっている。保育標準時間と保育短時間を統合することにより、保護

者、事業者、自治体の事務負担を軽減することができ、特に事業者においては、事務負担の軽減が保育の質の

向上につながるとともに、施設型給付費等の変動が少なくなることにより安定的な経営計画を立てやすくなると

見込まれる。 

○保育の必要量区分（標準時間・短時間）が生じたことにより保護者への確認・変更等事務負担が増えている。

短時間認定の新たな設定が増えたが、ほとんど標準時間認定であるため、短時間認定を廃止したい。 

○提案市と同様の支障有。石狩市では、短時間認定であっても、標準時間の範囲内であれば月額保育料に差

がでないように対応を行っている。廃止されればこの対応の事務負担等も解消され、保護者の不要な混乱もなく

なる。 

 

各府省からの第１次回答 

○子ども・子育て支援法第２０条第４項に規定する「保育の必要量」については、保護者がその就労の実態等に

応じ、子どもの健全な育成を図る観点から必要な範囲で保育サービスを利用できるようにするため、「保育標準

時間認定」と「保育短時間認定」の区分を設けている。 

○これにより、フルタイムやパートタイムなど保護者の就労の実態に即した形で保育サービスの利用を選択する

ことができる仕組みとなっている。 

○提案のとおり上記区分を統一することは、保護者にとって保育サービス利用に当たっての選択肢の幅を狭め

るものである。また、子育ての一義的責任は保護者が有するものであり、保育の実施に当たっては保護者がそ

の就労実態等に応じ、子どもの健全な育成を図る観点から必要な範囲で利用できるようにすること、という子ど

通番：10
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も・子育て支援新制度の根本理念に反するものであり、対応は困難である。 

通番：10
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平成２８年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

経済産業省 第１次回答 

 

管理番号 141 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 環境・衛生 

 

提案事項（事項名） 

 県等が所管する砂利採取法に基づく権限のうち、砂利採取計画の認可事務等について、市町村が関与する

機会を拡大するよう求めるもの。 

 

提案団体 

滑川市 

 

制度の所管･関係府省 

経済産業省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

 同法第 37 条第１項に基づく市町村長の要請について、現行では「砂利の採取に伴う災害が発生するおそれ

があると認めるとき」のみ、「都道府県知事、指定都市の長又は河川管理者に対し、必要な措置を講ずべきこと

を要請することができる」が、地下水源の汚染や涵養の喪失、地下水脈の破壊、地盤の軟弱化、土地の資産価

値低下といった、いわゆる災害とは別の悪影響が予見される場合においても、市町村長の要請を認める文言に

改めるなどし、地域の実情を勘案・反映させるもの。 

 

具体的な支障事例 

 当市は、立山連峰から富山湾に注ぐ早月川の豊富な清流や扇状地に出る湧水、地下水等の恵まれた水資源

が、水道水源や工業・農業用水として市民生活や産業を支え、特別天然記念物ホタルイカ群遊海面など地域固

有の景観や大地の形成に寄与している。 

 ところが近年、貴重な地下水源を涵養する田畑で、業者による大規模な砂利採取が相次ぎ、良好な水資源保

全への障害や、宅地化、企業誘致等の土地利用の幅が狭まるなど悪影響が生じている。採取認可を受けた場

所で、地下水が溢れだす被害も出ている。埋め戻し作業の不徹底による地盤の軟弱化や、汚染した土壌を使っ

た埋戻しによる地下水汚染や健康被害等の懸念も伴う。（県内 231 カ所中 143 カ所を対象にした県のボーリン

グ調査によると、約半分で深堀や異物混入等の不適切処理があり、このうち、滑川市内 32 カ所での不適切処

理の割合は８割以上だった。） 

 砂利採取法（第 36 条第４項）では、採取業者から砂利採取計画の認可（変更含む）の申請があった時及び採

取業者に認可または不認可の処分をした時には、都道府県知事から関係市町村にその旨を通報する義務があ

るが、市町村は通報を受けても、県に対する必要な措置の要請が可能なのは、同法第 37 条第１項に基づく「災

害が発生するおそれがあると認めるとき」のみであり、その他の理由では、市町村が関与して地域の実情を勘

案・反映する余地がない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

 地域に最も近い地方公共団体である市町村が、地域の実情にあわせた適正な砂利採取が行われるよう、砂

利採取計画を把握し、市民生活、産業を支える水資源等（一旦損なわれると原状復帰が大変困難であったり、

不可能であったりする）の保全につなげる。 

 

根拠法令等 

砂利採取法第 37 条第１項 

 

通番30
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追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

－ 

 

－ 

 

各府省からの第１次回答 

 砂利採取法は、砂利の採取に伴う災害を防止することを目的としているが、同法における「災害」とは、他人に

危害を及ぼし、公共の用に供する施設を損傷し、又は他の産業の利益を損じ、公共の福祉に反すると認められ

るものを広く指すものである。同法第３７条第１項も、以上の目的のもとで、市町村長は、災害が発生するおそれ

があると認めるときは、都道府県知事等の砂利採取の認可権者に対して必要な措置を講ずべきことを要請する

ことができることと定められている。 

 本提案中、支障事例として挙げられている水質の汚濁、汚染土壌による埋め戻し等の悪影響についても、一

般的に、砂利採取法第３７条第１項の規定にいう災害に該当し得るものであると解され、現行法にて対応可能と

考える。 

通番30
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